
 

令和２年６月１６日 

株 主 各 位 
会  社  名  東  洋  刄  物  株  式  会  社 

   代表者名  代表取締役社長  清野芳彰  

（コード番号 5964 東証第二部）  

問合せ先  取締役管理部長  久保雅義  

（ T E L （ 022） 358‐ 8911） 

 

（訂正）招集通知記載事項の一部訂正について 
 

 令和２年６月５日付けにてご送付いたしました「第 143期定時株主総会招集ご通知」に

ついて、記載内容に一部訂正がありましたので、お詫び申し上げますとともに、本ウェブ

サイトをもって下記のとおり訂正のご連絡をさせていただきます。  

 なお、訂正箇所には下線を付して表示しております。  

 
記  

【訂正箇所】   
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  （ 2）設備投資の状況  
（訂正前）   
  当連結会計年度中において実施いたしました設備投資は 190 百万円であり、そ  
の主なものは、次のとおりであります。  
 
（訂正後）   
  当連結会計年度中において実施いたしました設備投資は 189 百万円であり、そ  
の主なものは、次のとおりであります。  
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 （訂正前）  

〔別  表〕セグメント別売上高  

区  分 
前連結会計年度  当連結会計年度  前期比増減 (△ ) 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 増減率 

機械刃物及び機械・部品 
百万円  ％  百万円  ％  百万円  ％  

5,284  92.9  4,446  90.3  △ 838  △ 15.8 

緑  化 造 園 405  7.1  474  9.7  68  16.7 

 
（訂正後）  
〔別  表〕セグメント別売上高  

区  分 
前連結会計年度  当連結会計年度  前期比増減 (△ ) 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 増減率 

機械刃物及び機械・部品 
百万円  ％  百万円  ％  百万円  ％  

5,284  92.9  4,446  90.3  △ 838  △ 15.9 

緑  化 造 園 405  7.1  474  9.7  68  16.8 
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  ６．剰余金の配当等の決定に関する方針  
（訂正前）   
  当社は、将来に向けた事業展開のため財務体質と経営基盤の強化を図り株主資本  
の充実に努めるとともに、収益動向などを総合的に勘案し業績に相応した配当を実施  
し、また、財務状況や株式市場などを勘案しながら適宜自己株式購入を実施していく  
方針であります。  



（訂正後）   
  当社は、将来に向けた事業展開のため財務体質と経営基盤の強化を図り株主資本  
の充実に努めるとともに、収益動向などを総合的に勘案し業績に相応した配当を実施  
していく方針であります。  
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  連結株主資本等変動計算書  
（訂正前）   

           (単位  百万円 ) 

 

その他の包括利益累計額  

非支配株主持分 純資産合計  その他の有価証券 
評 価 差 額 金 

為替換算調整勘定 
退職給付に係る 
調 整 累 計 額 

その他の包括利益 
累 計 額 合 計 

当期変動額合計 △ 25 △ 8 31 △ 3 △ 0 △ 551 

 
（訂正後）  

           (単位  百万円 ) 

 

その他の包括利益累計額  

非支配株主持分 純資産合計  その他の有価証券 
評 価 差 額 金 

為替換算調整勘定 
退職給付に係る 
調 整 累 計 額 

その他の包括利益 
累 計 額 合 計 

当期変動額合計 △ 25 △ 8 31 △ 3 △ 0 △ 552 
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  （ 5）財務制限条項  
（訂正前）   
・平成 30 年６月に終了する四半期から令和２年 12 月に終了する四半期までの各四  
半期（但し、平成 31 年３月及び令和２年３月に終了する四半期を除く。）におい  
て、各事業年度の四半期の末日におけるレバレッジ・レシオ（当該決算期の末日に  
おける借入人の連結の貸借対照表における有利子負債（当該貸借対照表における短  
期借入金、一年内返済予定の長期借入金、一年内償還予定の社債、長期借入金、リ  
ース債務、社債（割引債、新株予約権付社債を含む。）、償還を前提とする種類株  
式発行残高及び累積未払配当金をいう。）の合計金額を、当該末日が属する月を含  
む直前の 12 ヶ月の連結 EBITDA（当該連結の損益計算書（又は試算表）における営業  
利益に連結のキャッシュ・フロー計算書における（連結のキャッシュ・フロー計算  
書がない期間についてはそれと同様の方法により算出される。）減価償却費及びの  
れん償却費の合計額を加算したものをいう。）にて除したものをいう。）を以下の  
数値以下に維持すること（但し、当該連結 EBITDA が負の値となった場合、決算期レ 
バレッジ・レシオは以下の数値を超えたものとみなす。）。  
令和１年６月に終了する四半期から令和１年 12 月までに終了する四半期まで： 7.0 
令和２年６月に終了する四半期から令和２年 12 月までに終了する四半期まで： 6.0 
 
（訂正後）   
・平成 30 年６月に終了する四半期から令和２年 12 月に終了する四半期までの各四  
半期（但し、平成 31 年３月及び令和２年３月に終了する四半期を除く。）におい  
て、各事業年度の四半期の末日における四半期レバレッジ・レシオ（当該決算期の  
末日における借入人の連結の貸借対照表における有利子負債（当該貸借対照表にお  
ける短期借入金、一年内返済予定の長期借入金、一年内償還予定の社債、長期借入  
金、リース債務、社債（割引債、新株予約権付社債を含む。）、償還を前提とする  
種類株式発行残高及び累積未払配当金をいう。）の合計金額を、当該末日が属する  
月を含む直前の 12 ヶ月の連結 EBITDA（当該連結の損益計算書（又は試算表）におけ  
る営業利益に連結のキャッシュ・フロー計算書における（連結のキャッシュ・フロ  
ー計算書がない期間についてはそれと同様の方法により算出される。）減価償却費  
及びのれん償却費の合計額を加算したものをいう。）にて除したものをいう。）を  
以下の数値以下に維持すること（但し、当該連結 EBITDA が負の値となった場合、四 
半期レバレッジ・レシオは以下の数値を超えたものとみなす。）。  
令和元年６月に終了する四半期から令和元年 12 月までに終了する四半期まで： 7.0 
令和２年６月に終了する四半期から令和２年 12 月までに終了する四半期まで： 6.0 
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  （金融商品に関する注記）２．金融商品の時価等に関する事項  

（訂正前）   
        (単位  百万円 ) 

 連結貸借対照表  
計上額 (＊ ) 

時価 (＊) 差額 

(4) 投資有価証券  
(4) その他の有価証券  

 
86 

 
87 

 
0 

（訂正後）   
(単位  百万円 ) 

 連結貸借対照表  
計上額 (＊ ) 

時価 (＊) 差額 

(4) 投資有価証券  
(4) その他の有価証券  

 
87 

 
87 

 
－  
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  （税効果会計に関する注記）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳  
（訂正前）   
  関係会社株式評価損        25 百万円 
 
（訂正後）   
  関係会社株式評価損        13 百万円 
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  （関連当事者との取引に関する注記）  
（訂正前）   
  該当事項はありません。  
 
（訂正後）  

（単位  百万円） 

  取引条件及び取引条件の決定方針等  
   （注）１．自己株式の取得は、令和元年 5 月 10 日開催の取締役会決議に基づ  

き、東京証券取引所の自己株式立会外買付取引（ ToSTNeT-3）により取  
得したものです。また、当該譲渡に伴い地域中核企業活性化投資事業  
有限責任組合は当社の関連当事者ではなくなっております。  

２．取引金額には消費税等を含めておりません。  
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  第３号議案  監査等委員である取締役４名選任の件  

（訂正前）     

候補者 
番 号 

氏名 
生年月日  

略歴、地位、担当  
および重要な兼職の状況  

所有する当社 
の株式の数 

４  ※市村
いちむら

茂
しげる

 
昭和 28 年 2 月 13 日生  

平成 27 年６月  常用信用保証株式会社代表 
取締役社長  

－株 

 
（訂正後）   

種類 会社等の名称  
議 決 権 等 の 
所有（被所有）割合 

関連当事者  

との関係  
取 引 の 内 容 

取引金額  
（注 2） 

科目 期末残高  

主要株主 (法人 ) 

及びその他の  

関係会社  

地域中核企業  

活性化投資  

事業有限責任組合  

－ － 
自 己 株 式 の 取 得 
（ 注 1） 

580 － － 

候補者 
番 号 

氏名 
生年月日  

略歴、地位、担当  
および重要な兼職の状況  

所有する当社 
の株式の数 

４  ※市村
いちむら

茂
しげる

 
昭和 28 年 2 月 13 日生  

平成 27 年６月  常陽信用保証株式会社代表 
取締役社長  

－株 


